
2023.1.31 45期第１回看護代表者会議

増田 剛

人権と公正の視点でいのちとケアが大切にされる社会へ

●いくつかの話題

●コロナ禍の教訓を
活かすために

無縁坂

本日の内容

Think globally
Act locally

（ルネ・デュボス）

●人権・公正の視点で
運動の発展を

We shall overcome



いくつかの話題

芝川とスカイツリーと埼玉協同病院

●梨泰院、ＣＯＰ27など
●コロナ第8波は最悪の大波に
●いのち蔑ろの政治と戦争国家への暴走

ソウル・梨泰院



国連気候変動枠組条約第27回締約国会議（ＣＯＰ27）

「損失と被害」を議論 「（自国の）二酸化炭素排出は非常に少ないに
もかかわらず、破滅的な洪水が起き、犠牲者
になった。これは人災だ」
（今年の夏、国土の３分の１が冠水し、1700人以上
の死者、300億ドルを超える損失を被ったパキスタ
ン・シャリフ首相）

◆世界の250以上医学系ジャーナルがCOP26に続いて共同社説「アフリカと世界
に必要な緊急行動」を発表（10月）：「気候危機に不釣り合いに苦しんできた」「アフ
リカと脆弱な国々への支援を強化しなければならない」
◆グテーレス国連事務総長：「私たちは生死をかけた闘いの中にいる、そして敗北
しつつある」「気候変動地獄へと向かう高速道路を、アクセルを踏んだまま走って
いる」⇒迅速で大胆な行動と「損失と被害」に見舞われた国々への支援を要請
◆イギリス・スナク首相、フランス・マクロン大統領、ドイツ・ショルツ首相、イタリア・メ
ローニ首相等が夫々決意表明
◆アメリカ・バイデン大統領（中間選挙結果集計の最中、3時間の滞在という強行
日程で参加）：「これ以上私たちの行動がもたらす結果に背を向け、同じ過ちを繰り
返すことは出来ない」

◆岸田文雄氏：不参加 日本：連続で「化石賞」受賞

2022.11.6-20

Cop27： 成果文書 「シャルム・エル・シェイク実施計画」 を採択

「損失と被害」に対する基金の創設が決まった
⇒基金の担い手や対象など運用詳細は今後の議論に委ねられた

「1.5℃」目標達成への具体的進展は見られず

デモが禁止されている
エジプトでの開催でも、
会場周囲では、大きな
掛け声が・・・・・・・・



死亡数（2022.7.1～9.30）13,516 ＞ 9,796（2022.1.1～3.31）

2022.10.3 臨時国会開催
岸田首相所信表明演説
「3年ぶりに緊急事態宣言等の行動制限を行
わずに今年の夏を乗り切れた」

感染症改正案
●法的強制と厳罰化で病床確保
●「余裕」ある提供体制整備無し
●公衆衛生の再構築無し
●公共財としての財政支援無し

2022.11.18
参議院厚生労働委員会
耳原総合病院 河原林
正敏院長が参考人陳述
●救急がひっ迫し、心
肺停止患者を断らざる
を得ず、あまりの悔しさ
に涙が・・・
●「新型コロナのパンデ
ミックはまさしく災害だ」

◆個々の病院の事情や地域状況に配慮せよ
◆積み上げてきた連携や役割分担を尊重せよ
◆体制確保には人的保証と財政支援が不可欠
◆罰則化は地域医療の崩壊に繋がる
◆通常医療の制限に一定の基準を示せ
◆医療介護従事者の心を折らないで欲しい！



2022.12.15 山梨県から高齢者施設への通知

第８波は更に深刻

救急医療もひっ迫：消防庁救急搬送困難事例調査（23.01.09－01.15)

最新状況
遂に8000台超え
コロナ前の5.33倍



安保政策の大転換

安保３文書＝閣議決定12/16

▽「国家安全保障戦略」（ＮＳＳ）
▽「国家防衛戦略」（ＮＤＳ）

←「防衛計画の大綱」
▽「防衛力整備計画」

←「中期防衛力整備計画」
米国防省の戦略文書と同じ名称へ

ミサイル配備候補地：米海軍協会の
月刊誌（2019年２月）に掲載

対中最前線の防壁

◇相手国内を直接攻撃する「反撃能力」
◇相手が「着手」した時点で攻撃可能

⇒その基準は示されず
◇集団的自衛権としての発動も可能



・「軍事費ＧＤＰ２％」が至上命題
・財源はこれから考える
・軍需産業を成長産業に育成
・国民全体で負担
・企業の邪魔をするな

反撃（敵基地攻撃）能力

12.3東京新聞

有識者会議資料より

「相手が攻撃に着手した」と判断すれば攻撃可能

「国力としての防衛力を総合的に考える有識者会議」

●日本の反撃能力の保有と増強が抑止力の維持・向上
のために不可欠
●国産のスタンド・オフ・ミサイルの改良などや外国製の
ミサイルの購入により、今後5年を念頭にできる限り早期
に十分な数のミサイルを装備すべき

◆防衛装備品の研究開発から製造、修理、さらに補給まで、実際に担っているの
は民間の防衛産業
◆競争力のある国内企業が優れた装備品やデジタル技術などを供給できるよう防
衛産業に関する課題を総ざらいし、防衛省に関係府省を加えた体制を整えて、よ
り積極的に育成・強化を図っていく必要がある
◆防衛力強化には先端技術の開発や防衛産業の振興など日本の経済力強化に
つなげられそうな糸口が複数ある

▲中途半端な対応ではなく防衛力の抜本的強化をやり切るために必要な水準の
予算上の措置をこの5年間で講じなければならない
▲防衛力の抜本的強化のための財源は今を生きる世代全体で分かち合っていく
べき
▲成長と分配の好循環の実現に向け多くの企業が国内投資や賃上げに取り組ん
でいるなか、こうした企業の努力に水を差すことのないよう議論を深めていくべき



グリーントランスフォーメーション
（GX）実行会議 2022.12.22

●廃炉予定原発
⇒次世代型に建て替え

●費用は１兆越え

●2030年電源構成：20～22％目指す
⇒「エネルギー基本計画」通り

「可能な限り低減」・・は？
●通常国会へ関連法案提出予定

懸念■廃棄物の扱い？■「核」使用？

コロナ禍の教訓を
活かすために

都内Ｏ大学

●世界の大きなトレンドを捉えよう
●転換点を乗り越えて



オックスファム報告書（2023.01.16）
 新型コロナウイルスパンデミック発生以降に生じた世界の富の３分の２

が富裕層上位１％に集中 ⇒ ２０２０年以降生じた世界の富４２兆ドル
（約５３６０兆円）のうち２６兆ドル（約３３２０兆円）が富裕層上位１％に集
中、１日あたり２７億ドル（約３４４５億円）資産増、富裕層と１日１・５ドル
以下（約１９２円）で暮らす極度貧困層が同時に増加

 世界的に食費と光熱費が高騰した２０２２年には大手食品、エネルギー
企業が例年の２倍以上の収益を上げ、大半を株主に分配

 労働者１７億人の賃金が物価高騰に見合わず苦境を強いられ、貧困
層、特に女性への影響が深刻

 富裕層を利する法人税減税や低中所得層への負担増となる逆進的な
付加価値税（消費税）を批判

 富の偏在は経済成長の鈍化、政治と報道の腐敗、民主主義の弱体化、
政治の分極化につながった ⇒ 「惨事に便乗して暴利をむさぼる富
裕層への税制が必要だ」

 富裕層への最大５％課税で年間１・７兆ドルの税収捻出⇒２０億人が貧
困から抜け出せる. 富裕層の不動産や有価証券などへの課税を提案

 上位１２５人の富裕層が排出する年間二酸化炭素量はフランス一国に
匹敵. １人当たり排出量ビリオネアは一般人の100万倍

新型コロナ感
染率／死亡率
に人種間格差
（米国データ）



「結婚の自由をすべての人に」訴訟で歴史が動いた

札幌地裁・武部知子裁判長 「いかなる性的指向を有する者であっても、享有し得る法
的利益に差異はないといわなければいけない」、同性愛者が結婚による法的効果を享受出来な
いことは、（震える声で）「（法の下の平等を定めた）憲法14条1項に違反すると認めるのが相当」

2021.3.17 札幌地方裁判所

同性同士の結婚を認めないのは憲法違反！



Ｃｌｉｍａｔｅ Ｊｕｓｔｉｃｅ （気候正義）
●先進国による大量の化石燃料使用により発生した二酸化

炭素による温暖化の悪影響を相対的にインフラが不足し
ている途上国がより強く受ける

●温暖化を引き起こした直接の原因に関与
していない若者層がより多くの被害を将
来にわたり受ける

Ｔａｘ Ｊｕｓｔｉｃｅ （課税正義）
大企業・富裕層

低税率国へ資本移動

資本を呼び込むため
課税軽減の連鎖

「底辺への競争」
資本課税⇒労働課税
法人税↓ 所得税↓

社会保険料↑ 消費税↑

格差の拡大
先進国中間層の没落

社会保障の解体

ＯＥＣＤ/Ｇ20合意（2021.10）
●IT企業を含む巨大多国籍

企業への課税権
●世界共通の最低法人税率

困難あるも、未来への萌芽も
新型コロナパンデミックは多くの困難をもたらし、同時に多くの課題

を私たちに投げかけました。私たちはパンデミック前とは違う、この
間の教訓を生かした新しい社会のあり方を模索しなければなりませ
ん。未来への萌芽は確実に立ち現われています。気候危機へのア
クションやＢＬＭ（Black Lives Matter）、ジェンダー平等、ＬＧＢＴＱ
差別撤廃をめざすムーブメント、格差と貧困を放置しない公正な税
制の確立など、確かな潮流が全世界的に発展しています。人権と公
正の視点でこうした運動に呼応し、新自由主義を転換させること、そ
れこそが、新型コロナパンデミックに対峙し、今後の社会保障の再構
築をめざす私たちにとって最良の処方せんとなります。（３章リード）

◆グローバル資本主義・新自由主義に対する疑念が膨張
☆現在のスキームでは解決困難との認識の拡がり
☆より公正な制度・社会の確立を求める機運の高まり

●一方で現状のスキーム維持のための模索
⇒サステナブルな資本主義、ステークホルダー資本主義

45回総会方針



「公正な社会の実現」について

●Ｈｅａｌｔｈ ｆｏｒ Ａｌｌ：世界保健総会（1977）

３８到達目標の核心の第一「健康における公正」

●健康のための前提条件：第１回ＨＰ国際会議（1986）オタワ

「健康のための基本的な条件と資源とは、平和、住居、教育、食
物、収入、安定した生態系、持続可能な生存のための資源、社
会的公正と公平性」「健康の改善には、これらの基礎的な前提
条件の基盤の確立が必要である」

●ヘルスプロモーション：オタワ憲章（1986）バンコク憲章（2005）

「人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし、改善する
ことができるようにするプロセス」

健康づくり戦略の目標：「すべての人びとがあらゆる生活舞台−
労働・学習・余暇そして愛の場−で健康を享受することのできる
公正な社会の創造」（ヘルスプロモーション学会）

「無差別・平等」とは、このような、公正な医療と福祉をめざして
いくことにほかなりません （ブックレット ８P）

第1章 綱領前文①
第１節 民医連の目的・性格と誕生の経過
「無差別・平等」の意味するもの

●「無差別・平等」は、民医連がその存在意
義にかかわるものとして創設の頃から一貫
して掲げてきた目的です
●誰もがいつでもどこでも安心して、経済状
況などに関わりなく医療や介護を利用でき
るように、社会保障制度を充実させる運動
にもとりくむ必要があります
●個別性と社会的な決定要因それぞれに
対処し、結果として、みんなが健康に向かっ
て生きていけるようにしていくことが大事
●より多くのニーズを抱える人に、より多くの
ケアが必要
●健康と医療・福祉にかかわる制度や社会
のしくみをより良く変えていくことが大切



同志社大 岡野八代教授
「ケアの視点で政治を見直す時」

「ケアの倫理」について メモ（増田）
●新自由主義下で「ケア」の軽視、排除、差別

⇒ケアを担う女性冷遇、ジェンダー格差
●「正義」「公正」：一般性・普遍性を重視

⇒権利性、合理性、正論、政治的「正しさ」
個の強さ、「自律した個人」希求

●ケアの特質：個別性、相対性、応答性
⇒個の尊重、共感、思いやり、謙虚、内省

臨機応変性、「非暴力」の倫理

「ケアとは権力の濫用を抑制し続けてきたプロセス」
「フェミニズムとは弱者が弱者のままで尊重される社
会を求めること」 （上野千鶴子）

「正義」「公正」は時代や個人の価値観に左右される
⇒私たちが求める「公正な社会」には「ケアの倫理」が必要

第１回看護代表者会議 問題提起

【２-（２）-１） 個人の尊厳を守るケアの担い手として 】

患者にとって、24時間を通して一番身近にいるのは看
護・介護職員であり、環境を整え、患者の訴えに耳を傾
けることによって一人ひとりの個別性がみえ、その人らしく
個々を尊重したケアを提供することができる存在です。

ケアは人々の生命と尊厳を護り、ケアの実践を通して
看護や介護職員自身がケアされることにもつながります。
あらためて「ケアの価値」を捉えなおすとともに、日本国
憲法と綱領を根幹に据え人権を守りあきらめない民医連
の看護実践に確信を持ち、事例から学び事実の重さを力
に、いのち・くらしとケアが大切にされる社会の実現をめざ
して、看護の現場から声を上げていきましょう。



私たちのベクトル形成

転換点に立つ日本

転換点に立つ日本 ：平和、経済、社会保障 （増田メモ）

●戦争する国への誘導圧力（平和憲法の危機、軍拡への政策誘導）
：アメリカの世界戦略の中で隷従する日本、ウクライナ侵略戦争を利用

未曽有の大軍拡路線、「２％方針」「反撃（敵基地攻撃）能力」
⇒台湾海峡、朝鮮半島など、軍事衝突の危険↑、米国偏重外交の限界

多国間非軍事的安全保障への転換の必要性↑、９条の理念を掲げて！

※安保三文書撤回、「戦争する国」化政策からの転換を！

●取り残された日本（新自由主義にしがみつく国）
：Ｇ７最低の経済成長、給料が上がらない国、円安、物価高、低成長

破綻したアベノミクスに固執、政策的混迷（「2000兆円」の剥ぎ取り）
「賃上げ」→「投資」（政治の矜持を放棄）、ジェンダー後進国
手付かずの少子化問題・ポスト団塊世代貧困高齢者問題

※ 新自由主義政策からの転換を！

●社会保障解体路線の継続（在り方論の選択が迫られる）
：25条解釈改憲路線10年、自己責任論が蔓延、現政権に処方箋無し

「金看板」のアクセス保障（ＵＨＣ）をも放棄？
介護保険危機、保険料・一部負担↑に対応不能⇒「保険あって介護なし」
「供給需要喚起論」の破綻⇒必要な需要に応えられない状況に陥っている

※ 社会保障理念（必要充足・応能負担）侵害からの転換を！



４５期第二回評議員会議案

【はじめに】
いま、日本は大軍拡し戦争する国になるのか、憲法を生かし

平和と人権・社会保障が充実した国になるのか、岐路に立って
います。

今期前半の情勢の激変は、その緊迫感を深刻化させる凄ま
じいものでした。ロシアのウクライナ侵略戦争に端を発した世界
的軍事緊張とそれを利用した大軍拡の推進、アベノミクス失政
による日本経済の行き詰まり、国民負担を強いることでしか継
続案を示せない社会保障解体路線など、これ以上の平和と人
権への逆流、後退を許すならば、戦後、日本が何とか守り続け
てきたこの国のありかたそのものが、瓦解(がかい)する危機に
直面しています。私たちは共同組織とともに、より広範な人びと
と連帯し、これを乗り越えていかなければなりません。

言語道断：ロシアのウクライナ軍事侵攻

断固許さじ！

民主主義VS専制主義
軍事VS軍事
これで本当に

平和が守れるのか？



憲法９条のはじまりは？
「平野文書」（1951年2月下旬、平
野三郎氏による、幣原喜重郎氏へ
のインタビュー内容）を基に憲法９
条のルーツに迫る
「九条論争に対して『結着』をつける
べく使命感のようなものを覚えて執
筆した」 （笠原十九司）

「戦争をやめるには武器を持たないこと
が一番の保証」「分ってはいるが」「自衛
のためには力が必要」「相手が持つもの
は自分も持たねばならぬ」「堂々巡りであ
る」「非武装宣言は、従来の観念からす
れば全く狂気の沙汰」「だが今では正気
の沙汰とは何か」「武装宣言」「それこそ
狂気の沙汰だ」「マッカーサーに進言し、
命令として出して貰うように決心した」
「当時の実情としてそういう形でなかった
ら実際に出来ることではなかった」

●個人の尊厳、ジェンダー平等
⇒ジェンダーギャップ指数下位

選択的夫婦別姓/LGBTQ差別撤廃
多様なセクシャリティ（ＳＯGI)の尊重

●賃金・暮らし、税制
⇒最低賃金は？ 公正な税制とは？

米２０００円 欧州１５００円 日本１０００円



ジェンダー、多様性、個人の尊厳⇒憲法の理念を重視

●第１３条：すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及
び幸福追求に対する国民の権利については、公共の福祉に反し
ない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。

●第14条：①すべて国民は、法の下に平等であって、人種、信条、
性別、社会的身分又は門地により、政治的、経済的又は社会的関
係において、差別されない。②華族その他の貴族の制度は、これ
を認めない。③栄誉、勲章その他の栄典の授不は、いかなる特権
も伴はない。栄典の授不は、現 にこれを有し、又は将来これを受
けるものの一代に限り、その効力を有する。

●第24条：①婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同
等の権利を有することを基本として、相互の協力により、維持され
なければならない。②配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、
離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関しては、法
律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなけ
ればならない。



2021.5.21財政審建議

供給需要喚起、ベッドがあるから金がかかる、平均寿命とも関連なし、という理屈

●目指すべき社会の将来方向
①「少子化・人口減少」の流れを変える
②これからも続く「超高齢社会」に備える
③「地域の支えあい」を強める

●基本理念
①「将来世代」の安心を保障する
②能力に応じて、全世代が支えあう
③個人の幸福とともに、社会全体を幸福にする
④制度を支える人材やサービス提供体制を重視
⑤社会保障のDXに積極的に取り組む

●医療・介護制度の改革
①医療保険制度②医療提供体制③介護
④医療・介護分野等におけるDXの推進

◆財源の裏付け無し、国の責任を曖昧に
◆社会保障理念変質を固定化、権利性を不明確化
「社会保障は世代を超えた全ての人々が連帯し、困難を分かち合い、未来の社

会に向けて協力し合うためにある」「社会保障は元来、個人の力だけでは備えるこ
とに限界がある課題や、リスク、不確実性に対して、社会全体での支え合いによっ
て、個人の幸福増進を図る為に存在するもの」

全世代型社会保障構築会議 報告書



綱領と総会方針を羅針盤に社会に働きかけましょう

山本宣治の墓

今のままでは
医療も介護も経済も
何も改善出来ない

人権・公正の視点で
運動の発展を

戦争が現実的懸念に

2023.1.23 通常国会岸田首相施政方針演説

◆「政治とは、慎重な議論と検討を積み重ね、その上に決断
し、その決断について、国会の場に集まった国民の代表が議
論をし、最終的に実行に移す、そうした営み」
◆「優先されるべきは積極的な外交の展開」「外交には裏付
けとなる防衛力が必要」

◆「５年間で４３兆円の防衛予算を確保」「反撃能力の保有、南西地域の防衛体制
の抜本強化、サイバー・宇宙」「装備の維持や弾薬の充実、海上保安庁と自衛隊の
連携強化、防衛産業の基盤強化や装備移転の支援、研究開発成果の安全保障分
野での積極的活用」「毎年度４兆円の新たな安定財源が追加的に必要」「歳出改革、
決算剰余金の活用、税外収入の確保などの行財政改革の努力」「足りない約４分の
１について」「今を生きるわれわれが、将来世代への責任として対応」
◆「権威主義的国家からの挑戦に直面する中で、市場に任せるだけでなく、官と民
が連携し、国家間の競争に勝ち抜くための、経済モデル」
◆「約３年」「感染の波を乗り越え、ウィズコロナへの移行を進めてきました」「原則こ
の春に」「５類感染症とする方向」「あらゆる場面で、日常を取り戻す」
◆「基地負担軽減にも引き続き取り組み」「普天間飛行場の一日も早い全面返還を
目指し、辺野古への移設工事を進めます」
◆「憲法改正もまた、先送りできない課題」「より一層議論を深めていただく」
◆「旧統一教会との関係、政治とカネなど、政治の信頼に関わる問題」「ざんきに堪
えません」

主権在民・３権分立の否定、立法府の軽視

政府予算案一般会計総額114兆 PB黒字化 どこいった？

産・軍・学 共同

かつて「事業仕分け」1兆6千億のみ

大増税、財界・財務省に配慮？

最大の貿易相手を敵視？

いのち＜＜経済・財界意向

民意無視、札束で懐柔

誇りも矜持も無し、腐敗極まれり



第45回定期総会スローガン

●９条改憲阻止、核廃絶と脱炭素の運動をすすめ、憲法を生かし人間と
環境に優しい持続可能なまちづくりに、共同組織とともにとりくもう

●人権と公正の視点で、共同のいとなみとしての医療・介護活動を一体
的に実践し、「事業・経営」、「医師養成」での飛躍を創り出そう

●個人の尊厳、ジェンダー平等が貫かれた、いのちとケアが大切にされ
る社会の実現をめざし、広範な市民とともに政治に働きかけよう

45回総会方針

45回総会から1年

◆新型コロナ、第８波も強烈、一般診療に強い影響、救急医療崩壊

◆ウクライナ侵略戦争先行き不透明、拡大の懸念すら

◆戦後最悪の軍事大国化路線、「戦争（先制攻撃）する国」へ

◆原発路線への全面回帰、安全より経済優先、「核保有」可能性担保

◆社会保障解体路線の強化、ＵＨＣの実質放棄、公的介護「諦め」

◆ジェンダー平等、多様性尊重、個人の尊厳、への道遠し

◆経済政策の転換無し、新自由主義の継続、今後更に困難に・・・

「全国民医連」第1号1953年

「私達は、新しい医療活動の型を創造しているのだと私は
確信しております。病める肺、病める腎臓だけを診るので
はなくて病める患部を、その患者、患者の生活全体として
診ること、医師、看護婦、事務、診療所全体の力が患者と
その家族、否、もっと多くの同じように生活とたたかっている
人達と力を合わせ、その合作した力で一人の患者を治療
し、健康と、健康が支えられる生活を守ろうとしているので
す。大衆のなかから生まれ出て大衆の中で育ち、発展して
きた私達、全国の民主的病院、診療所のあり方は、こうい
うものだと思います。」（民医連初代会長 須田朱八郎）

ＳＤＨの視点 共同のいとなみ 多職種協働
アウトリーチ アドボケート 人権としての社保

昔も今も社会に働き掛けないと守れないいのちがある

今年６月、民医連は70歳



民医連の強み活かして・・・・

日々ケア労働を実践している

多くの若き専門職が育っている

共同組織（地域）としっかり結び付いている

弱者への支援を行い続けている

寄って立つ理念(綱領）を持っている

社会を支えている

利他、公正を体現している

地に足が付いてる

未来への希望を創造している

団結の旗印を持っている

なかなかのもんだと思いますよ

患者が貧しくて食事もとれないことは、直接的に
は医療機関の責任ではありませんし、来院しな
い患者に対しては治療上の責任を負いたくても
負えません。しかし「食べられないのは相手の問
題、来ないで悪化してもそれは患者の責任と冷
たく突き離さず、一緒になって生活保護をとり絶
望的な極貧状態にある患者の立場に立って生
きる道を探し求め、また、治療を受けたいと思い
ながら、やむを得ず来院できないでいる患者の
要求にまずこたえようと院所から飛び出していっ
て注射を行い、治療を妨げている障害とのたた
かいに立ち上がる勇気を持たせる」という「患者
の立場に立ち、患者の要求にこたえ、患者と共
にたたかう」民医連の原型がそこにった。
（民医連医療２３号１９７３年肥田舜太郎顧問）



2021.11.2１ 西日本新聞

アウトリーチ
アドボケート
社会的処方

2021.12.16 朝日夕刊から



●かっこよく言えば、お金はまた稼げば
いいんです。でもね、考え方の根本、私
たちは医療をどのようにやっていくのか、
どのように社会に貢献するのか、地域住
民の暮らしに貢献するのか、その一番根
本的なところがしっかり保てないと何もか
も失ってしまう。患者さんやご家族、組合
員や行政など、皆さんの支え、つながり
の中で私たち利根中央病院の価値をあ
らためて実感できたことは、大きな財産
です。
●他の病院から多くのメッセージをいた
だきました。職員は苦情の電話では決し
て涙は見せない。「頑張ってください」と
いう一言には泣いちゃうんですよね。い
ただいた寄せ書きを張り出しながらポロ
ポロ涙を流したり。

「まず診る」
「援助する」
「何とかする」

●締めくくりの言葉

「健康の不公平性を低減することは倫理的義務である．
社会的不正義のために多くの人々が殺されている」

●権力、資金、リソースの不公平な分配にタックルしよう
（Tackle the Inequitable Distribution of Power, Money, 
and Resources）

Recommendations of CSDH Final Report
（ 2008年 健康の社会的決定要因委員会）

権力、資金、リソースを
持ち操る相手は何時の
時代も強大、

そうした相手に勇気を
持ってタックル出来る民
医連であり続けたい 原因の原因に迫る！



第１回看護代表者会議 問題提起

【第45期看護分野の重点課題 リード】

対応に追われる状況であっても、切実さを増している
医療・介護ニーズをしっかりと受け止め、人権尊重を貫
く活動を強化することが重要です。国民のいのちが脅
かされ、かつてない戦争と憲法危機という認識のもと、
いのち・くらしを護るケアの担い手として、「人間らしく、
その人らしく生きていくことを援助すること」を基本に、
看護の総合性と専門性を磨き、健康で働き続けられる
職場づくりやひとづくりの課題にも積極的に取り組み、
看護管理者が先頭に立ち「沈黙しない」民医連の看護
の強みを更に発展させていく必要があります。

あざみ

座り込みに行く人たち

金沢駅前で政府代表を待つ村民

●「権力」は無法である！

●無法から診療所を守っ
たのは「浜のおかか」達

●「人々の信頼を裏切ら
ないこと」、「人々に支
えられて生きること」、
そんな「人間の生き方」
のあることを考えさせ
られた

2020.7.19 莇 昭三 先生 死去

「内灘闘争」がひと段落して、大学研究室
に戻ろうとした際に、ともに闘ってきた「浜の
おかか」達に引き留められ、民医連運動へ

人々の困難あるところに民医連あり



民医連強みエピソード

★ある朝会当直報告場面

「昨晩、保険証を持っていない外国人女性が、腹痛で
都内から搬送されました」

「どうして都内？」

「なんだか、●●大学病院で『うちは保険証無い人診
ないので、そういう人診る病院に連れて行ってくれ』っ
て言われたようです」

「へー、それでどうなったの？」

「絞扼性イレウスで緊急手術になりました」

「そりゃ、よかったじゃない」

「はい、これって、うちのためにあるような患者さんです
よね。あとはお金どうするかですね」

米国バイデン大統領

トリクルダウンは失敗だった
（２０２１．７．２３ 演説）

Build Back Better

The Made In America Tax Plan

1. 法人税率21%→28％
2. 多国籍企業に課す最低税率の強化
3. 国際的な最低税率の導入
4. 大企業に対する15％の最低税率の設定
5. 研究開発へ税制上の優遇の置き換え
6. 税制優遇：化石燃料関連→クリーンエネルギー関連
7. 企業の租税回避への対処の強化

「サンダース現象」 「ジェネレーションレフト」

３人の大金持ちが米
国民の下位半分の
総資産より多くの資
産を持っている

経済格差の「不公平
さ、残酷さ、醜さ」が
際立っている

医療へのアクセスほ
ど重要なものはない

2023.1.19 しんぶん赤旗



「羞恥、後悔や自責の念、負い目や恐れを抱えていた被害者にとっ
て、賠償請求権の行使が長期にわたり事実上不可能だったのは無
理からぬことだ」「このような大規模かつ長期にわたる憲法違反の人
権侵害よりも法的安定性を例外なく優先させなければならない理由
は見出し違い」「優生条項に基づく優生手術を受けた者に対して除
斥期間の規定を適用することについては、明らかな違憲性を有する
優生条項を制定、運用した被告と、その優生条項によって優生手術
を受けさせられた者との間には民法の信義則、個人の尊厳等を旨と
する民法の解釈の基準ないし条理の法意から見逃し難い重大な問
題が存在」（除斥期間の規定を適用することは）「著しく正義・公平の
理念に反するというべき特段の事情がある」

「旧優生保護法の目的は差別的な思想
に基づき、その手段も子孫を残すという
生命の根源的な営みを否定する極め
て非人道的なもので、憲法に違反する
ことは明らかだ」

2023.1.23 旧優生保護法訴訟：熊本地裁判決

ロシアの暴挙ストップ！
戦争を起こさせない取り組みを

fin

おわりに コロナ禍は進行形
油断せずに乗り越えましょう

70年の歴史を背負い
地域から人権の波を
発進させましょう


